様式Ａ
八尾市生涯学習センターの指定管理に係る事業計画書
１　申請者について　
	(１) 名称
	

	(２) 代表者名
	

	(３) 設立年月日
	

	(４) 所在地
	

	(５) 電話番号
	

	(６) ＦＡＸ番号
	

	(７) Ｅ－Mail
	

	(８) ＵＲＬ
	

	(９) 社員数
	

	(10) 経 営 理 念・特 色
	

	(11)既存事業内容
	①主たる事業


	
	②その他の事業


	(12) 申請の動機
	


（13）類似業務の実績
	番号
	１
	２
	３

	設置者区分
	公立　・　私立
その他（　　　　　）
	公立　・　私立
その他（　　　　　）
	公立　・　私立
その他（　　　　　）

	施設名
	
	
	

	所在市町村名
	
	
	

	施設概要
（機能・定員・室数等）
	
	
	

	業務内容
	
	
	

	管理運営期間
	　　年　　月
～
　　年　　月
	　　年　　月
～
　　年　　月
	　　年　　月
～
　　年　　月

	上記管理運営期間のうち
指定管理者としての
管理運営期間
	　　年　　月
～
　　年　　月
	　　年　　月
～
　　年　　月
	　　年　　月
～
　　年　　月


	指定管理者取消の有無
	
	
	


２　事業計画について　
（１）　利用者の平等な利用の確保及びサービスの向上に関する事項
①　基本的な事業方針について
ア　「八尾市における生涯学習のあり方」等に基づく生涯学習の中心的機能の発揮について
	


イ　生涯学習センターが、学習プラザ、健康プラザ及びこども総合支援センターの複合施設であることを踏まえた事業方針について
	


②　サービスの向上について（※以下の項目については、基本的な考え方と具体的な提案に分けて記述してください。）
ア　生涯学習の内容・機会の充実に関する課題に対する取り組み
ⅰ　学びのきっかけづくりについて
※健康増進事業の継続実施については項目を立て、内容・手法等を詳細に記入すること。
	（取り組みの方向性）
●現在は生涯学習をしていないが、今後は生涯学習をしていきたいと考える市民に対するきっかけづくりに努めます。
●市民のニーズにあった講座等を充実することにより、学習機会の拡大に努めます。
●社会情勢の変化や様々な課題に対応し、自分らしく心豊かに生きることができるよう、ライフステージに応じた学習機会を提供します。

	


ⅱ　多様なニーズにこたえる学習機会の提供
※現代的課題に関する講座に関するアウトリーチ事業については項目を立て、内容・手法等を詳細に記入すること。
	（取り組みの方向性）
●人権、環境、消費者問題、防災などの課題に関する講座の充実に努めます。

●高齢者、障がい者、子育て世代、外国人等すべての市民が、それぞれの希望に応じて学習できるよう、学習機会の提供に努めます。

●多様化する市民の学びに対応するため、市が行っているセミナーやワークショップをはじめ、大学、企業、NPO法人、ボランティア団体などと連携し、様々な人が生涯学習に参加できるよう多様な学習機会を提供します。

	


ⅲ　自己を高めるための学び直しへの支援
	（取り組みの方向性）
●それぞれのライフステージにおいて、必要なときに学び、何度でも新たなチャレンジができるよう、市民ニーズに対応した学び直しの支援をします。

●社会人が学び直しのできる機会を充実させるため、大学や企業などと連携し、専門的な内容や特色ある講座等の情報提供に努めます。

	


イ　生涯学習環境の整備に関する課題に対する取り組み
ⅰ　生涯学習に関する情報の効果的な発信
	（取り組みの方向性）
●生涯学習に関する各種情報の収集・整理を行い、講座やイベント等の情報を市民にわかりやすく提供します。

●講座やイベント等の情報について、必要なときに必要な情報が入手できるようホームページやSNS等のインターネットを積極的に活用します。

●電子媒体を活用していない市民に対しても、市政だよりやチラシ等を活用し、掲載方法を工夫するなどわかりやすい情報提供に努めます。

	


ⅱ　生涯学習に関する相談窓口の充実
※（仮称）生涯学習相談コーナーについては項目を立て、内容・手法等を詳細に記入すること。
	（取り組みの方向性）
●新たに生涯学習をはじめたい人への相談支援など、一人ひとりの状況に応じた学習活動に関する情報提供が可能な体制づくりに取り組みます。

	


ⅲ　ICT を活用した学びの場の提供
	（取り組みの方向性）
●オンラインによる学習や動画配信を活用することで、いつでもどこでも学習できるなど学びの可能性が広がることから、ICTを活用した学習機会の提供に努めます。

●インターネット機器に不慣れな方を対象にした講習会を実施するなど、デジタルデバイドの解消に取り組むとともに、ICTの正しい使い方や判断力を養うため、ネットリテラシーに関する学習機会の充実に努めます。

	


（２）　公の施設の効用を最大限に発揮するための事業に関する事項
①　公の施設としての事業展開について
ア　学習成果の発表や学びの機会を通じた交流に関する課題に対する取り組み
ⅰ　学習成果を発表できる場の提供
※あらゆる市民が日頃の学びの成果を発表できる場の設定については項目を立て、内容・手法等を詳細に記入すること。
	（取り組みの方向性）
●定期講座等で学習したことなど日頃の学びの成果を広く発表するための機会を充実させるとともに、発表の場が人々の交流の場となるよう内容の工夫と充実に努めます。

	


ⅱ　学びの機会を通じた交流の促進
	（取り組みの方向性）
●市内の公共施設を活用して実施している講座などの講座受講後の継続的な学習や活動を支援します。

●様々な人が共に学び、互いに教え合うなど、学習を通じて交流を促進します。

	


ⅲ　サークルなど生涯学習活動団体等への支援
	（取り組みの方向性）
●市民の学習ニーズに対応できる生涯学習社会の進展に向けて、サークル等に対して情報を発信する機会を提供するなど、生涯学習活動団体等の取り組みに対する支援を行います。

	


イ　地域人材の育成や学びの成果を活かせる場に関する課題に対する取り組み
ⅰ　地域で活躍する人材の発掘・育成
	（取り組みの方向性）
●地域社会で生涯学習活動を行っている方を、地域人材として発掘するとともに、その地域人材が地域社会で生涯学習活動を推進していくことができるよう支援します。　

	


ⅱ　学びの成果を活かせる機会の創出
※「まちのなかの達人」に登録されている市民が活躍する場づくりについては項目を立て、内容・手法等を詳細に記入すること。
	（取り組みの方向性）
●学びの成果を活かし、指導者として活躍する機会を提供できるよう、市内の公共施設を活用して実施している講座の講師など、出番づくりを支援します。

	


ⅲ　地域の社会資源に関する学習機会の充実
	（取り組みの方向性）
●「八尾」に対する誇りや愛着を深めることができるよう、市長部局と連携をしながら、地域の産業、歴史、自然、文化、伝統、芸能等の学習、体験の機会の充実に努めます。

	


②　利用者数及び稼働率の向上について
ア　指定管理業務に係る施設利用者及び講座受講者数の目標数値について　　　　　（単位：人）
	
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	令和12年度

	講座受講者
	
	
	
	
	

	その他（　　　　）
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


上記目標値の算出根拠
	


イ　提案事業に係る講座受講者数等の目標値について　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）
	
	令和８年度
	令和９年度
	令和10年度
	令和11年度
	令和12年度

	講座受講者
	
	
	
	
	

	その他（　　　　）
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	


上記目標値の算出根拠
	


ウ　施設の稼働率について
　施設の稼働率については、「様式Ｂ」により提案すること。
（３）公の施設の適切な維持管理及び経費の縮減に関する事項
　①　施設の適切な維持管理について
　　　施設の維持管理に関する基本的な考え方
	


②　危機管理について
　事故発生時や防犯、防災に関する対応策について
	


③　収支計画・経費縮減について
ア　経費縮減について
ⅰ　効率的・効果的な管理運営の具体的な方策について
	


ⅱ　管理業務を一部委託する場合の業務内容及び委託予定先について
※委託する理由、委託先の選定方法も明記すること。
	


イ　収支計画について（収支計画書）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	項目
	Ｒ８
	Ｒ９
	Ｒ10
	Ｒ11
	Ｒ12
	合計
	内容

	支出合計(A=B+C)
	
	
	
	
	
	
	

	人件費合計(B)
	
	
	
	
	
	
	

	正規職員（　人）
	
	
	
	
	
	
	

	臨時職員（　人）
	
	
	
	
	
	
	

	その他　（　人）
	
	
	
	
	
	
	

	事業費・管理経費合計(C)
	
	
	
	
	
	
	

	報償費
	
	
	
	
	
	
	

	消耗品費
	
	
	
	
	
	
	

	印刷製本費
	
	
	
	
	
	
	

	光熱水費
	
	
	
	
	
	
	

	修繕料
	
	
	
	
	
	
	

	通信運搬費
	
	
	
	
	
	
	

	手数料
	
	
	
	
	
	
	

	保険料
	
	
	
	
	
	
	

	広告宣伝費
	
	
	
	
	
	
	

	委託料(D=E+F)
	
	
	
	
	
	
	

	うち事業運営業務(E)
	
	
	
	
	
	
	

	うち施設管理業務(F=G+H+I+J)
	
	
	
	
	
	
	

	うち清掃業務(G)
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　警備業務(H)
	
	
	
	
	
	
	

	　　　　　設備管理業務(I)
	
	
	
	
	
	
	

	その他業務(J)
	
	
	
	
	
	
	

	使用料及び賃借料
	
	
	
	
	
	
	

	備品購入費
	
	
	
	
	
	
	

	負担金、補助及び交付金
	
	
	
	
	
	
	

	公課費
	
	
	
	
	
	
	

	その他（　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	

	収入合計
	
	
	
	
	
	
	

	指定管理料
施設利用料
駐車場利用料
講座受講料
その他収入
	
	
	
	
	
	
	

	施設利用料
駐車場利用料
講座受講料
その他収入
	
	
	
	
	
	
	

	駐車場利用料
	
	
	
	
	
	
	

	講座受講料
	
	
	
	
	
	
	

	その他（　　　　　　　　　）
	
	
	
	
	
	
	


※消費税及び地方消費税を含む金額を記載すること。
※各年度の支出合計（人件費・事業費・維持管理費等）から収入設定額を差し引いた額を指定管理料として算出し、５か年分を提案すること。
※施設利用料、駐車場利用及び講座受講料等による単年度の収入額を39,715千円（消費税込)と設定する。
※指定管理料のうち修繕料は、単年度の上限額を7,000千円(消費税込)と設定する。
※５か年の指定管理料の総額は、790,550千円(消費税込)を限度とする
（４）施設の管理運営能力及び安定的な管理に関する事項
①　組織体制について
ア　職員の役職、担当業務、資格・実務経験等について
※資格等については、その事実を証するものを添付すること（写し可）。
	番号
	役職
	担当業務
	管理運営に関する
資格・実務経験等
	雇用形態　
	１週間の
勤務時間

	①
	
	
	
	
	

	②
	
	
	
	
	

	③
	
	
	
	
	

	④
	
	
	
	
	

	⑤
	
	
	
	
	

	⑥
	
	
	
	
	

	⑦
	
	
	
	
	

	⑧
	
	
	
	
	

	⑨
	
	
	
	
	

	⑩
	
	
	
	
	


イ　職員の組織体制について
・共同企業体の場合は、各構成団体の位置づけ・関係性を明記すること。
・業務委託先も含めた指揮命令系統がわかる組織体制図を明記すること。
・上記（４）①アに記載した職員の組織体制上における位置づけがわかるように①～⑩の番号を活用すること。
	


ウ　職員の研修体制について
	


②　労働条件について
ア　職員の雇用条件、労働条件、福利厚生について

	


イ　障がい者等の就職困難者に対する取り組みについて
	


（５）その他
市の方針等に合致した維持管理について
①　個人情報及び情報機器のセキュリティに関する対応策について
	


②　環境に配慮した維持管理の取り組みについて
	


③　情報公開に関する方針及び取り組みについて
	


④　暴力団排除に関する対応策について
	



１

